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１．問題提起
　昨今，日本の大学では，主体性を高める教育
手法としてアクティブラーニング（以下，書名・
引用以外は，ALと略す）に注目が集まっている。
その理由は，「学生同士の発表・議論」や「自
分が学んだ内容に対する反省的な振り返り」を
積極的に活用するALが，「大学の大衆化」や「能
力観のポスト近代化」といった大学を取り巻く
環境変化に対応する新しい教育手法として期待
されているからである。そして，この期待の中
核には，大学教育，特に大学の学部教育を通じ
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要　旨
　
　本研究では，私立大学社会学部の卒業生を対象としたアンケート調査を実施して，学部在学中のア
クティブラーニングの受講経験が，学部卒業時の学生の主体性に対し，どのような影響を及ぼすの
かについて検討する。その際，主体性が学生の出身階層から受ける影響を排除するため，コントロー
ル変数として階層変数を導入する。分析を行う仮説は「階層をコントロールしても，学部在学中，ア
クティブラーニングに対し積極的な参加を行った学生ほど，卒業時点の主体性が強い」である。仮説
を検討するための主たる分析手法には，重回帰分析を用いている。分析の結果，学生の出身階層をコ
ントロールしても，学部在学中にアクティブラーニングへ積極的に参加した学生ほど，卒業時点での
主体性が強いという結果が析出された。また，アクティブラーニングへの参加が，出身階層が主体性
に与える影響を緩和する効果があることも確認された。
キーワード：アクティブラーニング　主体性，階層，重回帰分析
て，学生の主体性をいかに引き出すのかという
教育上の課題が色濃く刻まれている。しかし，
こうした状況にあっても，4年間の学部教育全
体を通じて，ALが，大学生の主体性にどのよ
うな影響を与えているのかを検討した研究はそ
れほど多くない。そこで，本研究では，ある私
立大学社会学部（以下，A大学社会学部）の卒
業生を対象として，主体性を計測すると思われ
る心理尺度を利用し，在学時の総合的なAL受
講態度と卒業時点におけるこの心理尺度との間
にはどのような関連性があるのかについての分
析を行いたい。
アクティブラーニングが学部卒業時点の
主体性に及ぼす影響について
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２．先行研究の整理と検討　
２. １．ALが注目される背景
　ALと主体性の分析を始めるに当たり，まず
は，近年の日本の大学教育，特に大学の学部教
育においてALが注目される歴史的・社会的背
景について簡単に整理しておこう。日本の大学
教育においてALが注目されるのは，大学を取
り巻く社会環境の変化に伴って，教育の在り方
に質的な転換が求められたからである。ここで
は，この環境変化を2つの側面からまとめてお
きたい。
　1つは，「大学の大衆化」である。日本では，
2000年代の後半に，大学進学率が50％を超え
（文部科学省 2016），米国と同じく「大学の大
衆化」が顕著になる。米国では日本に先駆けて
「学生の多様化」（溝上 2016） や「大学の大衆化」
（山内 2016）が進んでおり，その対策の１つ
として，ボンウェルとアイソン（Bonwell and 
Eison 1991）らを中心に学習理論としてのAL
が整備され，それが実践されていた。そこでは，
従来の学生像とは異なる大衆化時代の学生に対
しても効果を上げる教育手法として，ALが期
待されたのである。日本でも，「大学の大衆化」
に伴って，米国のこうした取り組みに注目が集
まることになった。
　大学を取り巻くもう１つの環境変化は，「能
力観のポスト近代化」である。本研究では，「能
力観のポスト近代化」を，社会のパラダイムの
変容が常態化・加速化するという認識が広がっ
た結果，社会の中で，変化に対応する能力が重
要視されるようになる現象を指す概念として使
用する。例えば，本田のハイパー・メリトクラ
シー論などは，その原型となる議論である。本
田は，基礎学力などに象徴される「近代型能力」
に対して，個人の多様で情動的な意欲等を含む
力として「ポスト近代型能力」を定義し，それ
が社会から要請される理由を「既存の枠組に適
応することよりも，新しい価値を自ら創造する
こと，変化に対応し変化を生み出していくこと
が求められる」時代に入ったからだと説明して
いる（本田 2005）。
　また，2005年の中央教育審議会（以下，中教
審）の答申である「我が国の高等教育の将来
像」も「能力観のポスト近代化」を考える上で
重要である。この答申では，現代社会を「知識
基盤社会」として捉え，その典型的な特質とし
て，「1. 知識には国境がなく，グローバル化が
一層進む，2. 知識は日進月歩であり，競争と技
術革新が絶え間なく生まれる，3. 知識の進展は
旧来のパラダイムの転換を伴うことが多く，幅
広い知識と柔軟な思考力に基づく判断が一層重
要になる，4. 性別や年齢を問わず参画すること
が促進される」という説明を加えている（中央
教育審議会 2005）。
　ここでポイントとなるのは，本田の図式でも，
中教審の図式でも，次代の，既存の枠組みが刻々
と塗り替わる社会では，社会の変化に対応でき
る能力への社会的要請がより高まるだろうと考
えている点である。こうした，本研究が「能力
観のポスト近代化」と呼ぶ現象に対応した新し
い教育手法としても，ALは大きく期待された
のである。
　それでは，次節では，こうしたALの社会的・
歴史的背景の中で，主体性の問題が，どのよう
に位置付けられ，どのような研究上の課題を抱
えているのかについて検討しようと思う。
２. ２．「アクティブラーニングと主体性」
　　　 研究の意義と課題
　ALにおける主体性の研究は，前節で説明し
た２つの歴史的・社会的背景のうち，「能力観
のポスト近代化」の文脈でより意義を持つ研究
テーマである。なぜなら「大学の大衆化」に対
応して期待されるALの役割が，個々の授業内
容を個々の学生がより深く学習させることであ
るのに対し，「能力観のポスト近代化」の文脈
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の中で期待されるALの役割とは，個別の授業
内容とは独立して，ALという教育手法が学生
の中に特定の技術ないし態度を涵養することだ
からである。そして，主体性は，ALによって
涵養されることが期待される態度の１つとして
位置付けられている。　
　例えば，2012年の中教審の答申で「生涯にわ
たって学び続ける力，主体的に考える力を持っ
た人材は，学生からみて受動的な教育の場では
育成することができない。従来のような知識の
伝達・注入を中心とした授業から，教員と学生
が意思疎通を図りつつ，一緒になって切磋琢磨
し，相互に刺激を与えながら知的に成長する場
を創り，学生が主体的に問題を発見し解を見い
だしていく能動的学修（アクティブ・ラーニン
グ）への転換が必要である」（中央教育審議会 
2012）と述べられているのが，その証左であろ
う。また，しばしばALを通じた獲得が論じら
れる経済産業省（以下，経産省）の「社会人基
礎力」の中にも，これを構成する12の能力要素
の1つとして主体性が言及されている1）。中教審
と経産省では，主体性の理解に若干の相違があ
るが，ここでは，どちらの理解でも，ALによ
る主体性の獲得は重要なテーマであることを確
認しておく。
　ところが，現在の日本では，学生の主体性に
対し，ALがどのような影響を与えているのか
を検証する研究がそれほど多くはない。2016年
10月の段階では，国立情報学研究所の「CiNii 
Articles」に「アクティブラーニング」「主体
性」という２つの項目でキーワード検索を掛け
ても，ヒット数は22件程度である。さらに，こ
の中で，ALと主体性の関わりを論じている論
文は，５本程度にまで減少し，それ以外の多く
は学会発表の要旨やFDの報告の体裁を採るも
のである。こうした現状を鑑みると，試行的な
ものでも，学生の主体性に対しALが与える影
響を実証的に検討し論文化することには，一定
の意義があるように思われる。
　またこの研究を進めるに当たって，別の課題
も存在する。前述したように，「能力観のポス
ト近代化」の文脈でALに期待されている役割
は，個別の授業とは独立してALという手法に
備わる教育効果である。この認識を展開すれ
ば，ALの主体性涵養効果の検討は，個々の授
業の中だけで行うのではなく，少なくとも学部
教育全体を対象とすることが望ましい。こうし
た観点から先行研究群を調べてみると，現状の，
ALと主体性の関連性を分析する研究の多くは，
個別の授業を対象としており，学部教育全般を
通じたALの教育効果の検討もあまり実施され
ていない。この点も，ALと主体性の関連性の
研究領域に孕まれる課題の１つである。
　さて，本研究では，こうした課題に加え，も
う１点，意識すべき問題があると考えている。
次節では，この点に関して説明を加えたい。
２. ３．ALと階層効果のコントロール
　本研究がALと主体性の関わりを分析する上
で，強く意識すべきだと考えている問題は，「学
び」と「階層」の関わりである。本節では，そ
の理由を説明していく。AL研究は，教育学や
教育社会学に属する研究テーマである。そして，
この分野の特徴の１つは，教育と階層の問題に
一定の注意を払い続けていることであろう。本
研究で，特に注目しておきたいのは，この教育
と階層の研究群の中でも，刈谷がインセンティ
ブ・デバイドに関する議論の中で提示した「『将
来のことを考えるよりも今の生活を楽しみた
い』と思い，『あくせく勉強してよい学校や会
社に入っても，将来の生活に大した変わりはな
い』と感じる──とりわけ，社会階層・下位グ
ループの生徒にとっては，学校での成功をあき
らめ，現在の生活を楽しもうと意識の転換をは
かることで，自己の有能感が高まる」という指
摘である（刈谷2001）。刈谷の研究は，高校生
を対象としたものであるが，本研究は，この指
摘を，大学生のALと主体性に関する研究を行
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う上でも重要だと考える。なぜなら，この現象
に適合する生徒が全て入試でスクリーニングさ
れ，この現象自体が大学入学と共に無効化する
とは考え難いからだ。むしろ大学大衆化の時代
にあっては，大学でも同様の現象が発生してい
ると考える方が自然である。そして本研究とし
ては，そうした可能性を考慮する時，ALと主
体性の関係性に一定の警戒感を抱かざるを得な
い。つまり，一見，ALの受講経験が学生の主
体性を強めていたとしても，出身階層の低い学
生がALという「学び」から撤退しているので
あれば，この結果が，ALの効果によるものか，
それとも階層の効果によるものなのかが判然と
しなくなるからだ。そこで，本研究の調査・分
析を進めるに当たり，特に「ALと主体性の分
析に当たり階層をコントロールすること」を論
点として付け加え，注意を喚起するものである。
それでは，次章では，ここまでの先行研究の整
理と検討を通じて得られた課題を踏まえて，本
研究の仮説を定式化しておく。
３．仮説の導出
　さて，ここまで先行研究の整理と検討を通じ
て，本研究で考慮すべき３つの課題が明らかに
なった。１つは，大学生を対象としたALによ
る主体性涵養効果の検証が未だ十分ではないと
いう点，１つは学部教育全般を対象としたAL
の効果研究も不十分であるという点，１つは，
ALと主体性の分析を行う上で，階層効果のコ
ントロールが重要であるという点である。そし
て，これらの課題から，本研究の仮説は，「階
層をコントロールしても，学部在学中，ALに
対し積極的な参加を行った学生ほど，卒業時
点の主体性が強い（以後，本研究ではこれを
「主体性仮説」と呼称する）」というものになる。
なお，実際の分析に当たっては，一般的な属性
変数として「性別」もコントロールの対象とし
ている。また主体性仮説における各作業変数の
詳細は，５章の分析計画で記述する。仮説の大
枠は図１に示す。次章では，本研究の調査概要
を明らかにする。
４．調査の概要
　本章では，前章で設定した仮説を検討するた
めの調査設計を説明する。本研究では，偏差値
が中程度のＡ大学社会学部を選び，その2015年
度の卒業生を対象に行う悉皆調査を計画した。
調査は，2015年３月に，学科単位で行われるＡ
大学の卒業証書授与式を利用して，集合調査の
形式で行った。実査の際，Ａ大学の社会学部は
複数の学科から構成されているため，各学科の
会場で調査を行っている。
　本研究では，上記の調査設計を採った上で，
質問票の中で，回答者に対し，独立変数に属す
る設問と，従属変数に属する設問の時差が明
確に分かるように工夫を加えた。具体的には，
ALに関する設問は在学中（過去）のことを聞い
ており，主体性に関する設問は卒業時点（回答
時点）のことを聞いていることが明確に分かる
ような文面を用意した。そうすることで，AL
と主体性の項目の間に，時間的な先行構造を設
定し，過去のAL受講経験が現在の主体性の在
り方にどのような影響を与えているのかという
独立従属関係が分析できると考えたからである。
　なお，卒業式の日時や学科の詳細な構成は伏
せるが，表1で示すように，2015年度のＡ大学
社会学部卒業生の総数を母集団とした場合の有
効回収率は88.9％（小数点第２位以下四捨五入）
である。
　ここで，本研究が，調査対象として，Ａ大学
の社会学部の卒業生を選ぶ理由も示しておきた
い。Ａ大学の社会学部卒業生が選ばれた理由は
2つある。１つは，Ａ大学社会学部の偏差値が
中堅レベルに該当することである。２章でも述
べたように，本研究は，学生のALへの参加が
出身階層の影響を受ける可能性を考慮に入れて
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いる。その際，国立教育政策研究所や大学経営・
政策研究センターによって報告された「就学援
助を受けている生徒が多いほど，学力調査にお
いて平均正答率が低い傾向（文部科学省・国立
教育政策研究所 2009）や「両親の収入が高い
ほど4年制大学への進学率が高くなる傾向」（東
京大学大学院教育学研究科・大学経営・政策研
究センター 2007）を踏まえると，同じ４年制
大学に進学していても，より高偏差値の大学に
は，親の所得が高い学生が集まりやすいと推測
できる。一方で本研究の研究関心は，ALと主
体性の関連性を，階層をコントロールした上で
析出することであるが，この分析を進めるに当
たっては，学生の出身階層に散らばりが期待で
きる集団を調査対象に選定することが望ましい。
本調査の対象であるA大学は，偏差値が中程度
のランクに位置する大学であるゆえ，学生の階
層分布に一定の散らばりが期待できる。これが
A大学社会学部を調査対象として選ぶ１つ目の
理由である。
　２つ目の理由は，調査のタイミングの問題で
ある。本調査は，学士課程の全てのカリキュラ
ムが修了した時点での主体性を，従属変数とし
て用いたいと考えている。しかし，そうすると，
卒業後，四散した卒業生集団を追跡せねばなら
ず，高コストな上，回収数も低くなることが予
想される。この課題を解消する１つの方法は，
卒業式の直後に調査を実施するという事である。
本研究がＡ大学社会学部卒業生を調査対象に選
定したのは，Ａ大学が上記のような調査手法を
許容してくれたからである。
５．分析計画
５. １．独立変数の詳細
　本節では，主体性仮説の独立変数に関して説
明を加える。
　本研究の独立変数には，「学部在学中にALに
積極的に参加した学生か否か」を測定する変数
であることが求められる。そこで，本研究では，
ALに関する８つの作業項目を用意し，これを
主成分分析に掛けることで，独立変数（群）を
作成することとした。この作業項目の作成に当
たっては，河合塾が国公立私大2130学科の学科
長に対して行ったAL科目に関する調査報告を
参考にしている。詳細は，まず，この調査の質
問紙の中で「科目に含まれているアクティブ
ラーニングの形態」として示された６つの要素
を本調査の質問項目に採用している（表２の①
から⑥）。また，この調査報告の中で行われた
ALを，専門知識の定着を目指す「一般的なア
クティブラーニング」と課題解決を目指す「高
次のアクティブラーニング」という２つの水準
に分ける議論にも注意を払い，それぞれに対応
した設問を考えた（表２の⑦⑧）。従って，作
成したALに関する作業項目は全部で８問とな
る。これを，１・２回生時と３・４回生に分け
て５件法で質問した。得点の配分は，点数が高
いほど当該の項目に積極的に取り組んだことを
意味するよう設定している。
　なお，質問票の作成に際して，AL教育をデ
ザインする立場の人間を念頭において作成され
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た河合塾の項目を，ALを受講した学生に対す
る質問として作り直している。具体的には，河
合塾の項目を，「学生がAL形態を取っている講
義に，どの程度，積極的に参加したのか」とい
う受講態度を聞く設問として再構成した。こう
した質問によって，在学中，AL科目に参加し
ていない学生や形式的にAL科目に参加しただ
けの学生と，積極的にAL科目に取り組んだ学
生を弁別でき，本研究の作業仮説を分析する上
で有意義だと判断した。表２には，上記16個の
作業変数（ALに関する８項目×２セット）と，
その主成分分析の結果を示してある。それでは，
主成分分析の結果を見てみよう。
　表２に示した主成分分析の結果を見ると，固
有値が１を超えた成分が３つ得られた。そのう
ち第１主成分は，主成分負荷量が，１・２回生，
３・４回生のどちらの時点においても，全ての
項目で正の高い値を観測した。ここから，第１
主成分は，ALの受講態度に関する16個の設問
全てを総合し，得点が高いほど受講態度が熱心
であったことを表す成分であると考え，「AL受
講態度の総合得点」と名付けた。
　第２主成分は，主成分負荷量が，１・２回生，
３・４回生のどちらの時点においても表２に示
した⑤から⑧の項目で正の値を取り，特に１・
２回生時では⑥が，３・４回生時では⑥⑦⑧が
高い値を示した。そこで，２つの時点で共に高
い得点を示した⑥の意味合いを重視し，この変
数を「授業外態度得点」と名付けた。
　第３主成分は，主成分負荷量が，１・２回生
時の全ての項目で正の値を取り，３・４回生の
全ての項目で負の値を取った。これは，１・２
回生の頃には積極的だったにも関わらず，３・
４回生の頃には消極的になったことを示す成分
だと判断し，「受講態度劣化得点」と名付けた。
本研究では，主成分分析の結果得られた以上３
つの変数を，独立変数として使用する。
５. ２．コントロール変数の詳細
　本節では，主体性仮説のコントロール変数に
関して説明を加える。
　２章・３章で述べたように，本研究でコント
ロールする属性は「階層」と「性別」である。「階
層」には，昨今の階層研究のトレンドに従って
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３つの下位分類を設定し，それぞれに作業変数
を設ける。１つは，「経済的階層」，１つは「文
化的階層」，１つは「社会関係的階層」である。
　まずは「経済的階層」について説明したい。
「経済的階層」は，親の年収や経済水準によっ
て決定される変数である。ただし親の年収を，
直接，学生に質問しても回答を得ることが難し
いと考え，在学中の「親の経済水準」を「上の
上」から「下の下」までの９つの選択肢で答え
させた。それを経済水準が高いほど高い得点と
して表れる変数に再割り当てし，分析に使用す
る。また本研究の基本的な想定として，「親の
経済水準」が乱高下することは少なく，在学中
の経済水準は，大学入学前の経済水準とほぼ等
しいと考えている。
　次に，「文化的階層」の説明である。「文化的
階層」は，苅谷が，小中学生の家庭の文化的階
層を調べるために使用した設問群を本研究でも
採用し，それをカテゴリカル主成分分析に掛け
て変数を抽出した。表３がその結果である。表
３を見ると，固有値が１を超える成分が２つ析
出されている。そのうち，第１主成分は，⑪⑫
以外で正の値を取り，特に①や⑤から⑩で高い
負荷量が検出された。これらの項目は，文化的
階層が高い家庭で共有されている
と想定されたものである。そこで
本研究では，文化的階層の高い家
庭で共有されている文化のこと
を「高文化」と呼称することとし，
第１主成分を「高文化接触得点」
と名付けた。第２主成分は，⑪⑫
で高い負荷量が検出されている。
これらの項目は，文化的階層が低
い家庭で共有されていると想定さ
れたものである。本研究では，文
化的階層の低い家庭で共有されて
いる文化のことを「低文化」と呼
称することとし，第２主成分を「低
文化接触得点」と名付けた。
　加えて「社会関係的階層」についての説明で
ある。「社会関係的階層」は，学生が持つ社会
的ネットワークの量ないし質を階層として捉え
た変数である。そこで，本研究では，就職活動
に利用できるコネクションを所持しているか否
かを複数回答で答えさせた。職業に直結する社
会的ネットワークをどのように保持しているの
かを計測することが，最も学生の「社会関係的
階層」を表していると考えたからである。この
設問の選択肢は６つあり，そのうち１つは「コ
ネを全く持っていない」という選択肢であるた
め除外して，残りの５つの選択肢をカテゴリカ
ル主成分分析に掛けた。個々の選択肢について
は，カテゴリカル主成分分析の結果を記した表
４を参照して頂きたい。分析の結果，固有値が
１を超える成分が２つ析出された。そのうち，
第１主成分は，負荷量が全ての項目で正の値を
取り，特に①から④で高く検出されたため，「社
会関係的階層の総合点」と名付けた。第２主成
分は，負荷量が①②⑤で負の値を示し，③④
で正の値，特に④で正の高い値が検出されたた
め，業界や個別企業・個別官庁の情報収集が出
来るコネクションの所持を表す成分であると捉
え「情報収集得点」と名付けた。
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　最後に，「性別」の変数についても述べてお
きたい。性別は，「１＝女性」「２＝男性」とい
う数値を割り振り選択させた。
　以上，６つの作業変数（経済的階層，文化的
階層×2，社会関係的階層×2，性別）が，本研
究のコントロール変数として用いられる。
５. ３．従属変数の詳細
　本節では，主体性仮説の従属変数に関して説
明を加える。
　本研究の従属変数には，「卒業生の主体性の
強弱」を測定する変数であることが求められる。
しかしここに１つの問題がある。日常的に使用
される「主体性」といった言葉は多義的だとい
う問題である。そこで本研究では，「主体性」
の概念を２つ観点から定義し，それぞれに則っ
た既存の心理尺度を選定して計測することにす
る。具体的な尺度名は「能動的実践的態度」と「自
己の創造・開発」である。これらの定義・尺度は，
経産省の社会人基礎力における主体性と，中教
審あるいは文部科学省（以下，文科省）の理解
する主体性に，それぞれ対応している。これら
のセクターの主体性概念を意識するのは，しば
しば実社会における「主体性」概念の有力な定
義者として上記のセクターが現れるからである。
　それでは，まず，本研究で既存の心理尺度か
ら従属変数を探索する理由を述べておきたい。
前述したように主体性の概念は多義的であり，
筆者の考察のみで質問項目を
作成した場合，個人の偏差が
大きく影響する可能性がある。
その点，ディシプリン内で一
定の評価を得ている心理尺度
であれば，信頼性・妥当性の
検討が加えられており，かつ
個人の偏差による特異な文言
になる可能性も縮減できる。
これが既存の心理尺度から従
属変数を採用する理由である。
次に，どの心理尺度を利用するのかという議論
に移ろう。初めに経産省と文科省の主体性概念
の中身を確認しておく。前者の社会人基礎力に
おける主体性は「物事に進んで取り組む力」だ
と定義されている2）。一方，文科省・中教審に
おける主体性は，「２章２節」で引用した「知
識基盤社会」の特質や，「生涯にわたって学び
続ける力」という表現から考えると，「自己を
変化に対応させる力」だと定義することが出来
そうである。そこで，これらの定義に合致する
既存の心理尺度を探索した所，心理測定尺度集
Ⅱにも紹介されている板津の「生き方尺度」が
（板津 1992）最も適当であるように思われた。
尺度集によると，この尺度は「人の生き方や生
き様，いわば社会や他者との関わり合いの中で
生きていく人間の主体的創造的な生活態度を測
定する尺度」（泊 2001）と定義されており，心
理学の領域でも主体性の概念を内包する尺度と
して理解されている。それを踏まえて，この尺
度を構成する5つの下位尺度を検討すると，そ
の中の「能動的実践的態度」と「自己の創造・
開発」が上記の経産省・文科省の主体性定義と
極めて近いと解釈できた。なお，これらの下位
尺度の具体的な質問項目および本調査での基本
統計量は表５の通りである。以上の観点から，
本研究では，生き方尺度の下位尺度である「①
能動的実践的態度」と「②自己の創造・開発」を，
従属変数として，その名称も含めて利用する。
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またこの変数群の計測および得点化の方法は，
当該の論文の指示に従う。具体的には，得点が
高いほど該当項目に当てはまることを意味する
よう５得点を配置し，個々の回答の得点を合計
して当該の尺度得点を算出する。
５. ４．分析手法の選定
　本章の最後に，本論で採用する主な分析手法
について述べておく。本論は，独立従属関係を
想定する仮説を持ち，かつ従属変数が量的デー
タに分類される。加えて複数の独立変数・コント
ロール変数も所持する。こうした仮説の構成と作
業変数の性質を考慮すると，本論に最も適した
分析手法は，重回帰分析ということになる。従っ
て，次章では，重回帰分析の分析結果を提示する。
６．分析結果の報告
６. １．重回帰分析の結果
　それでは，本論の分析結果を報告していきた
いと思う。表６が重回帰分析の結果である。詳
細な数値の報告は表６に譲って，分析結果の意
味を読み解いていこう。主体性仮説は，重回帰
分析の結果を見る限り，成立していると言える。
独立変数「AL受講態度の総合得点」が，階層
をコントロールしてもなお，主体性の２つの下
位尺度のどちらに対しても，最も高い標準回帰
係数を示していることがその証左である。なぜ
なら，この結果は，他の独立変数やコントロー
ル変数よりも，「AL受講態度の総合得点」が高
くなるほど，「能動的実践的態度」や「自己の
創造・開発」尺度の得点が高くなる傾向が強い
ことを意味するからである。
　ただし，やや気になる結果も存在する。それ
は，コントロール変数として導入した「親の経
済水準」が，主体性の２つの下位尺度のどちら
に対しても，２番目に高い標準回帰係数を示し
ている点である。これは「親の経済水準の高さ」
が「卒業時点の学生の主体性の強さ」に影響を
与えていることを示唆する結果である。具体的
には，親の経済水準が高いほど主体性が強くな
る傾向を読み取ることができるのである。
　そこで，本研究では，この結果を踏まえて追
加の分析を行うこととする。具体的には，表６
のモデルに一部修正を加え，「親の経済水準」
と「卒業時点の学生の主体性」の間の媒介変
数として「AL受講態度」を位置付けるモデル
を想定する。その上で，この新しいモデルと表
６のモデルに関して階層的重回帰分析を実施す
る。それにより，「親の経済水準」が「主体性」
に直接的な影響を与えるモデルと，「親の経済
水準」が「AL受講態度」を経由して「主体性」
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に影響を与えるモデルとの比較が可能になり，
３変数の関連性がより重層的に把握できるから
である。なお追加分析のイメージを図2で示す。
６. ２．階層的重回帰分析の結果
　それでは，階層的重回帰分析の分析結果を報
告していきたいと思う。表7が階層的重回帰分
析の結果である。詳細な数値の報告は表7に譲っ
て，分析結果の意味を読み解いていこう。階層
的重回帰分析では複数のモデルの比較――本研
究では「AL受講態度」を媒介変数とした場合
とそうでない場合の比較――を行う。具体的に
は「Adj. R2」「AIC」「BIC」を検討し，モデル
のデータに対する当てはまり具合の変化を確認
後，標準回帰係数の変動を追うことになる。分
析結果からは，「①能動的実践的態度」「②自己
の創造・開発」のどちらも，媒介変数の「導入
モデル」「非導入モデル」の双方で「Adj. R2」
が検定をクリアしている。ただし，どちら結果
も，「Adj. R2」は「AL受講態度」を媒介変数と
したモデルの方が高くなり，「AIC」  「BIC」は
「AL受講態度」を媒介変数としたモデルの方が
低くなった。これは，媒介変数として「AL受
講態度」を加えた方が，データに対するモデル
の説明力が上がることを意味している。さらに，
この結果を踏まえて「モデル1-1（非導入モデル）
と1-2（導入モデル）」および「モデル2-1（非導
入モデル）と2-2（導入モデル）」の標準回帰係
数を比較すると，どちらも「AL受講態度」を
媒介変数と位置付けた場合の方が，「主体性」
に対する「親の経済水準」の直接的な影響力が
上昇した。「AL受講態度」を媒介変数と想定し
ないモデル「1-1」や「2-1」は，「親の経済水準」
が主体性に与える影響力の中に，事実上，「AL
受講態度」の効果も含まれることになる。それ
を考慮すると，以下の結論が導出される。すな
わち媒介変数として「AL受講態度」をコント
ロールし，「親の経済水準」の効果を純化させ
た場合の方が，「親の経済水準」が「主体性」
に与える効果が増大する。逆に言えば，現実社
会の中では，「AL受講態度」によって「親の経
済水準」が「主体性」に与える影響が弱められ
ているとも言える。以上が追加分析の分析結果
となる。
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７．まとめと課題
　
　それでは最後に，本研究のまとめと課題を述
べておきたい。本研究の結論として，学部教育
全体を通じて，ALに積極的に参加した学生ほ
ど，主体性が向上すると主張することが可能だ
と考える。加えて，この効果は，出身階層の影
響を受けておらず，むしろ主体性に対する出身
階層の影響を弱めることも確認できた。従って，
主体性の涵養を学部教育の重要なミッションで
あると設定し，かつ教育は出身階層の影響から
独立した学習効果を発揮すべきであると考える
ほど，大学の学部教育にALを導入するインセ
ンティヴが高まることになる。
　こうした本研究の結果を踏まえて，発展的な
研究課題を設定するなら，親の経済階層と学生
の主体性がどのように関連しているのか，また
ALのどのようなメカニズムが学生の主体性を
涵養するのか，そうした点をより具体的に描き
出す研究が構想される。こうした研究の蓄積が
進み，教育現場に還元されれば，広く学部教育
向上の一助となる可能性がある。その意味で，
この課題の研究は一定の意義を持つだろう。
　ただし，本研究が持つ以下の限界には注意を
払う必要がある。まず，本論の調査設計の問題
である。本論は，予算や名簿入手の限界から
大規模な無作為抽出を行うことは出来なかっ
た。それゆえ本論の結果は，１つの事例に過ぎ
ず，一般化の可能性に関しては他の調査による
検証を待たねばならない。加えて，本論は，対
象学生のプライバシー保護の観点から，入学前
と卒業後を含む２時点（以上）のパネル調査を
実施する許可も得られなかった。そのため，専
ら質問票の文言として先行変数を設定し独立従
属関係の分析を行っている。これは，独立従属
関係の観測にも一定の限界があることを意味す
る。従って，この点に関しても，他の調査によ
る検証が必要である。これらの点への留意も強
調して，本研究の報告を終わりたい。
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